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別紙

県立高等特別支援学校設置準備委員会の意見のまとめについて

平成２２年２月９日に県教育委員会が決定した「県立高等特別支援学校設置に向けた大枠の方

針」を受けて、県立高等特別支援学校設置準備委員会を設置し、学校の規模や設置学科等につい

て保護者代表、学校関係者等から５回にわたり意見を聴取してきましたが、その概要は以下のと

おりです。

１ 検討の経過

区分 開催期日 主な内容

第１回設置準備委員会 平成22年4月26日 ・委員会開催スケジュールと検討内容

・意向調査の実施と内容の検討

・先進校視察について

先進校視察 平成22年5月20日 ・委員による先進校視察（東京都、埼玉県）

～21日

第２回設置準備委員会 平成22年6月9日 ・設置する作業種の内容について（１回目）

・設置学科の種類と学科数について（１回目）

・寄宿舎について

第３回設置準備委員会 平成22年7月7日 ・設置する作業種の内容について（２回目）

・設置学科の種類と学科数について（２回目）

・設置する学校規模について

・寄宿舎設置と規模について

第４回設置準備委員会 平成22年8月2日 ・出願資格、選抜基準等について

・生徒の昼食について

・設置準備委員会の意見草案について

第５回設置準備委員会 平成22年8月25日 ・意見のまとめについて

２ 関係する調査等

項目 実施期日 内容

パブリックコメント 平成22年4月7日～5月7日 大枠の方針について

電子参画アンケート 平成22年4月8日～30日 大枠の方針について

保護者への意向調査 平成22年6月7日～17日 通学の意思、寄宿舎の利用希望等

３ 設置準備委員会の意見の概要

「県立高等特別支援学校の設置に関する意見のまとめ（概要版）」のとおり

４ 今後の取組

○今後、「県立高等特別支援学校の設置に関する意見のまとめ」を参考として、設

置規模、設置学科、作業種及び寄宿舎の設置について、教育委員会としての方針

を検討し、最終決定する。

○設計・工事等に係る予算要求を行う予定。



県立高等特別支援学校の設置に関する意見のまとめ（概要版）
県立高等特別支援学校設置準備委員会

平成２２年８月

１ 設置規模
◎ １学級（８名）×５学級×３学年＝１２０名とするのが妥当である。

＜留意事項＞

① 他県の高等特別支援学校では開校後入学希望者が増加しているケースが多い。また、保

護者への意向調査で「わからない」と回答している者の入学希望も考えられ、入学希望者

が増える可能性がある。

② 必要な施設設備の整備については、既存施設の改修だけでなく、今後の検討によっては

増改築や新築も視野に入れることが必要と考える。

２ 設置学科及び作業種
（１）設置学科について

◎ 産業基礎学科及びサービス基礎学科（いずれも仮称）の２学科とするのが望まし

い。また募集に当たっては、くくり募集の実施が適切である。

＜留意事項＞

① 希望する学科、コースに偏りが出ることが予想されることから、学級編制と希望する作

業種との関係について検討が必要である。

② 生徒の適性の見極めに際しては、前籍校から引き継いだ個別の教育支援計画を生かせる

ようにすることが重要である。

③ 進級については認定基準等の検討が必要である。

④ 数年後に、学科やコースの内容、所属等についてその効果を検証し、より効果的なもの

に改善していくことが必要と考える。

（２）作業種について

◎ 設置する作業種は以下の６種が妥当と考える。教育課程上の取扱いを含め、さら

に内容を具体化していくことが必要である。

・ 農業（第一次産業）系 ・ 食品衛生系

・ ﾋﾞﾙﾒﾝﾃﾅﾝｽ（清掃・ﾍﾞｯﾄﾞﾒｲｸ）系 ・ 接客・サービス系

・ 流通・バックヤード系 ・ 事務パソコン系
＜留意事項＞

① 作業種については全生徒が共通して学習する内容と、類型化された学科に属する内容を

さらに検討し、教育課程に位置付けることが望ましい。

② 企業側が求める人材として、まず挨拶や言葉遣いなどのコミュニケーション能力が掲げ

られている。

③ 学校独自に事業展開をしすぎて製品づくりが主眼となり、就労目的と異なる方向へ進ま

ないよう留意すべきである。

④ 同じ作業種であっても、複数学年の生徒がその履修段階に分かれて学習ができるよう、

実習室の数や広さを検討することが必要である。

⑤ 最初の卒業生を送り出す平成２８年ごろの就労状況を見込んだ分析を継続していくこと

が必要である。

⑥ 数年後に作業種を検証し、時代や地域の変化に合わせた作業種を検討していくことが重

要である。

⑦ 農業系は現在の求人はゼロに近い。先行投資は慎重にすべきであろうが、地域性を考え

た場合、林業・水産業とともに第一次産業への就職も考えられる。県内で農業と福祉の連

携による新しい取組もあり、「土」と関わる仕事はこれからの産業として今後期待できる。

⑧ 地域の特性を生かした作業種として食品衛生系の作業種は効果的と考える。水産加工、

乳製品加工もある地域産業構造から、農業だけでなく漁業などの地域産業と連携した作業

内容も考えられる。

⑨ 福祉施設等への就職はあくまでも補助的業務であり、福祉や介護に関する学習は必要だ

が、ヘルパー２級の資格取得までは必要とせず、福祉・サービス系を接客・サービス系と



するのが望ましい。

⑩ 事務パソコン系は、全生徒が基本的スキルを身につける教養的な取扱いとする一方で、

得意な生徒に対してはその能力開発や育成に対応することも大切である。

３ 寄宿舎
◎ 寄宿舎（３５～４０名規模）を設置することが必要と考える。

◎ 対象者は、原則として通学が困難な生徒のみとするのが望ましい。

＜留意事項＞

① 実際には入舎を希望する生徒がもっと多くなることも予想されることから、通学が可能

かどうかの判断が重要となる。同一市町村でも公共交通機関の運行状況によって通学時間

に大きな違いがある。

② 寄宿舎を廃止する方向で進めている都道府県もあることから、他県の寄宿舎施設の課題

を把握することが必要である。

③ 生徒指導上の問題に留意し、生徒が安心して寄宿舎生活が送れるように、指導体制を組

む必要がある。

④ 入舎する生徒について、男女の数が毎年変わる可能性が高いことから、寄宿舎の男女部

屋数とその構造について配慮が必要である。

⑤ 生徒の昼食を給食とする場合は、寄宿舎の施設設備との関係について早急な検討が必要

である。

４ 受検資格・選抜基準
◎ 受検資格は、次のいずれにも該当するものとするのが適当である。

・ 知的障がいがある者

・ 入学前年度に中学校等を卒業する見込みの者

・ 保護者・本人とも県内に居住する者

◎ 選抜基準は以下の２点を基本とすることが適当である。

・ 卒業後、就労による社会自立をめざす意欲を持っていること

・ 就職に向けた県立特別支援学校での学習の成果が期待できること

◎ 選抜検査の内容は、学力検査・適性検査及び面接とすることが適当である。
＜留意事項＞

① 上記の内容を基本とし、さらに検討を深めることが必要と考える。

② 選抜検査に漏れた生徒が、他の高等学校や特別支援学校を受検できるよう、受検日を早

めに設定することが必要である。

③ 受検資格や選抜基準については、具体的な内容が決定次第、保護者・本人及び学校関係

者に対し十分に周知するため、説明会や教育相談会等を行うことが必要である。

④ 発達障がいのある児童生徒の保護者会等と意見交換を行い、受検資格等について理解を

得る必要がある。

５ その他
◎ 開校までに企業等へ教員を派遣する等、必要な教員養成を計画的に行っていくこ

とが必要と考える。

◎ 教育課程や学習プログラム等の具体化を図り、開校までにソフト面についても充

実したものを準備することが必要である。

◎ 校舎の整備に当たっては、バリアフリー化に十分配慮することが必要である。

◎ 生徒の昼食は給食とすることが望ましい。

◎ 県教育センターや地域の文教施設と連携し、生徒の接客・販売等の実践が可能な

環境整備が必要である。

◎ 学校設置と並行して実習や就職に関係する団体等へ協力・連携の働きかけを行う

ことが必要である。

◎ 保護者等の期待も大きいことから、平成２５年４月の開校が遅れることのないよ

う取り組むことが必要である。
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Ⅰ はじめに

高等特別支援学校の設置については「特別支援学校における教育の在り方検

討委員会」において、特別支援学校（知的障がい）高等部の現状及び課題を整

理し、様々な見地から考察した結果、高等特別支援学校を早急に１校設置する

ことが必要であるとする内容の報告書が平成２２年１月に取りまとめられた。

県教育委員会ではこれをもとに、今年２月に県立高等特別支援学校設置に向

けた大枠の方針をまとめ、その方針について保護者及び学校関係者、一般県民

から意見を聴取し、その結果を踏まえて今年６月、県立高等特別支援学校の設

置場所を県中部にある旧県立赤碕高等学校の跡地とすることを決定した。

このような中、本設置準備委員会では、県教育委員会の大枠の方針及び各種

調査等の結果並びに他県の高等特別支援学校の状況等を参考にしながら、学校

規模、設置学科、作業種、寄宿舎等について様々な立場から検討するとともに、

近年の厳しい雇用経済情勢に対応した取組の必要性を踏まえ、今後の産業構造

の見通しや知的障がいのある者の就職可能な職種、さらには地域性を生かした

取組、時代の変化への対応等を勘案しながら検討を重ね、より良い県立高等特

別支援学校の姿について意見を交わし、このたび県立高等特別支援学校の設置

に関する意見をとりまとめた。

県立高等特別支援学校を設置するに当たり、この意見を参考に、将来の鳥取

県にふさわしい学校づくりが展開されることを期待する。
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Ⅱ 県立高等特別支援学校が目指す学校像
本設置準備委員会では、設置規模や設置学科等について検討・意見交換する

中で、県立高等特別支援学校が目指す学校像を明確にし、それをもとに様々な

項目について意見を交わすことが必要であった。目指す学校像は、教育理念や

学校目標と同じく、学校を作り学校を運営していく源になるもので、設置規模

や設置学科、作業種、寄宿舎の設置等、を検討する上で、大切となる基本的か

つ理想的な概念が含まれる。よって、まず県立高等特別支援学校が目指す学校

像について明らかにしたうえで、各項目について本設置準備委員会の検討内容

及び意見を示すことにする。

目指す学校像

◎ 「働く能力」、「働く意欲」、「生活する力」を育み、「生きる力」を

備えながら地域の中で自立した職業生活や社会生活を送ることができ

る社会人を育成する学校。

１ 職業に関する専門学科を置き、知的障がいの特性に配慮した専門

的な指導を行うことにより、「働く能力」と「働く意欲」を育成す

る。

２ 職業生活や社会生活を支える「生活する力」を育て、地域社会の

中で自立した生活ができる力を育成する。

３ 豊かな人間性、たくましく生きるための健康や体力等、「生きる

力」を育成する。

１ 学校の概要と指導の重点

新たに設置する県立高等特別支援学校は、知的障がいの軽い生徒を対象とし、

就職に向けた専門的な教育を行うことにより、一般企業等への就職や社会的自

立をめざす高等部だけの特別支援学校である。県教育委員会は、この県立高等

特別支援学校の設置場所を旧赤碕高等学校に決定（平成２２年６月）し、平成

２５年４月の開校を目標に準備を進めている。

知的障がいのある生徒が企業等に就職し、職業生活を続けていくために必要

とされる力は、「働く能力」や「働く意欲」、「生活する力」がある。県立高等

特別支援学校では、社会人として生涯にわたって自立した生活を送ることがで

きる生徒の育成を３年間で目指していくことが必要である。そのためには、職

業生活や社会生活を営む上で基本となる基礎学力、人との関係性を円滑にする

コミュニケーション力、働き続けるための意欲・体力・職業観等を養うととも

に、人生をより豊かにしていく情操教育や余暇の活用等も指導の重点として掲

げる必要がある。

開校時期及び設置場所

◎ 開校時期 平成２５年４月開校を目標

◎ 設置場所 旧鳥取県立赤碕高等学校
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２ 「働く能力」「働く意欲」について

「働く能力」については、企業等が求める人材や一般社会の中で継続して働

いていくために必要な基本的職業能力を明確にして、具体的な指導内容に基づ

き育成することが求められている。その場合、知的障がいの特性に十分配慮し

た指導となるようにすることが必要である。この特性に配慮し適切な職業指導

を行うには、様々な作業種を体験することを通して、自分に適した職種や作業

種を理解したり、専門的な指導のもとにそれらの能力を伸ばしたりしながら、

働く能力を身につけ、さらにそれを高めていくよう指導する必要がある。

また、働く上での基本的ルールの獲得や、それを支える正しい勤労観や職業

観についても身につけ、基本となる「働く意欲」をしっかり育むことが大切で

ある。

基本となる働く能力や意欲とは、例えば
・新たな仕事や作業を受け入れること
・自分に適した職種を理解すること
・きちんとした挨拶
・決められた勤務時間働くこと
・適時に返事・連絡・報告・相談・確認 ができる
・時間を守ること
・自分で通うこと
・集中して意欲的に働くこと
・新たな業務へもチャレンジすること

そのためには、このような指導が可能となる物的・人的環境を整える必要が

ある。就職が可能となる職種を想定し働く能力を指導しやすい実践的な施設設

備を整えること、知的障がいの特性について理解があり、その特性を生かした

職業教育について指導ができる教職員を配置すること、さらに、外部人材を活

用したり民間企業等と連携を図ったりしながら教育活動を展開すること等が必

要である。

３ 「生活する力」について

「生活する力」は、職業生活を支え地域社会で自立して生きていくための基

礎的な力として捉え、日常生活動作や基本的生活習慣、社会生活能力、コミュ

ニケーション力を育てる必要がある。各教科においての基礎学力を始め、学校

生活や寄宿舎生活全体を通して、生活に必要な様々な力を身につけていくこと

が必要である。生徒によっては、地域のグループホームやアパートでの生活も

考えられることから、その生活に必要な知識や生活力を育成することも大切で

ある。

４ 「生きる力」について

このほかにも、自らを律しつつ、他人とともに協調し、他人を思いやる心や

感動する心などの豊かな人間性、たくましく生きるための健康や体力等、「生

きる力」を育んでいくことが重要であり、そのためには、教育は障がいのある

なしにかかわらず「人づくり」であることを根底にして取り組むことが必要で

ある。
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Ⅲ 検討内容及び意見

１ 設置規模

☆意見

１学級（８名）×５学級×３学年＝１２０名とするのが妥当である。

＜理由＞

・保護者への意向調査の結果から、入学希望者は１学年平均７０名が見込

まれる。

・入学選抜時の競争率は２倍以下が望ましく、３５～４０名程度の入学定

員が妥当である。

・標準法による学級定員は８名であり、１学年５学級４０名が適切である。

＜留意事項＞

① 他県の高等特別支援学校では開校後入学希望者が増加しているケー

スが多い。また、保護者への意向調査で「わからない」と回答してい

る者の入学希望も考えられ、入学希望者が増える可能性がある。

② 必要な施設設備の整備については、既存施設の改修だけでなく、今

後の検討によっては増改築や新築も視野に入れることが必要と考える。

＜検討の詳細＞

当委員会では県立高等特別支援学校の平成２５年４月開校を想定し、入学希

望等に関する保護者意向調査の結果を踏まえ、適切な教育環境や既存施設の状

況に配慮しながら、適正な学校設置規模について検討を行った。

ア 保護者意向調査の結果について 【資料４】参照

保護者意向調査は、知的障がい特別支援学校及び小・中学校の特別支援学

級（知的障がいまたは自閉症・情緒障がい）に在籍する小学５・６年及び中

学１年の児童生徒の保護者を対象とした。（回収率８７．４％）

平成２５年度～２７年度に入学対象となる児童生徒のうち入学希望者は、

合計２１４名であった。（１学年約７０名）

このうち以下の理由で入学希望者の増減が予想される。

【入学希望者が減る要素】

・「選択肢の一つとして考えたい」とする回答者が多い。

・知的障がいのない（自閉症・情緒障がい学級）児童生徒が含まれてい

る。

【入学希望者が増える要素】

・中学校通常学級からの入学希望者が含まれていない。（他県の高等特

別支援学校の入学者の状況をみると、中学校通常学級からの入学者の

割合は平均１６．３％）
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・アンケート回答者の約２１％が「わからない」と回答している。

・全対象者の約１３％の保護者からアンケートが回収できていない。

イ 適切な教育環境について

【入学選抜の実施】

入学選抜を実施することで、生徒が互いに切磋琢磨する教育環境をつく

り、生徒や保護者の「社会の中で働く」ことに対する意識・意欲の向上を

図ることが必要と考える。

【生徒数と入学選抜の競争率】

・保護者意向調査では、１学年平均７０名の入学希望者が見込まれる。

・１校設置を基本としており、競争率が概ね２倍以下にすることが望まし

い。他の県立特別支援学校（知的障がい）が各圏域にあり、希望者全員

の入学が可能であること、受検日を早めることで選抜からもれた生徒が

高等学校や他の特別支援学校への受検が可能であること、他県の高等特

別支援学校においても、競争率を概ね２倍以下になるように定員を設定

していること等から、このような競争率とすることが望ましいと考える。

１学年３２名定員とすると→ 競争率２倍超 （２．１９倍）

１学年４０名定員とすると→ 競争率２倍以内（１．７５倍）…適正範囲

【学級数】

標準法による１学級の定員は８名となっており、１学年４０名であれば

５学級の編制が適当である。

ウ 既存施設について

【普通教室の確保】

旧赤碕高等学校の普通教室の広さは１学級８名で使用するには広すぎる

ため、現状の２教室を３教室に仕切り直すと、県立高等特別支援学校の普

通教室として適当な広さとなる。この考え方で旧赤碕高等学校の校舎を改

修すると、既存の普通教室部分に必要な教室数（５学級×３学年＝１５学

級）を設置することは可能と考える。 【資料６】参照

【特別教室、実習室等について】

生徒数を基にした学校規模について検討を行ったが、特別教室や作業室、

実習室の種類、内容については検討ができなかった。設置する作業種に基

づき、必要な施設設備や規模を検討し、既存施設の改修だけでは十分な教

育効果が果たせない場合は、増改築だけでなく新築も視野に入れることが

必要と考える。
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２ 設置学科及び作業種
（１）設置学科について

☆意見

◎ 産業基礎学科及びサービス基礎学科（いずれも仮称）の２学科とす

るのが望ましい。また募集に当たっては、くくり募集※の実施が適切で

ある。

＜理由＞

・基礎的な２学科を設けその中に幾つかの作業種を位置づけることで、

学科改編することなく作業種を社会情勢に対応して変えやすい。

・それぞれの学科に複数のコースを設けることにより、学科選択後もそ

の中の幾つかのコースの学習を行いながら、希望と適性に合った学習

が十分にでき専門性が高められる。

・学科で募集するのではなく「くくり募集」とすることで、入学後に全

作業種について体験をする期間を設け、希望と適性を判断したのち、

学科やコースを選択できる方式が望ましい。

＜留意事項＞

① 希望する学科、コースに偏りが出ることが予想されることから、学

級編制と希望する作業種との関係について検討が必要である。

② 生徒の適性の見極めに際しては、前籍校から引き継いだ個別の教育

支援計画を生かせるようにすることが重要である。

③ 進級については認定基準等の検討が必要である。

④ 数年後に、学科やコースの内容、所属等についてその効果を検証し、

より効果的なものに改善していくことが必要と考える。

＜検討の詳細＞

県立高等特別支援学校においては職業的な指導を行う専門学科を設置し、職

業教育の充実を図ることが必要である。当委員会では学校規模、知的障がいの

特性、生徒の実態、地域性や企業等のニーズ等を考慮し、それに合った専門的

な職業指導が可能な学科や作業種について検討を行った。

１学科のみを設置し、その中で幾つかの作業種コースを設ける「１学科多コ

ース」と、作業種ごとに学科を設ける「多学科」について、それぞれの特徴は

以下のとおりである。

１学科多コースでは、コースの種類や内容を学校裁量で決めやすく、社会情

勢や時代の変化に対応しやすい。また、学科に縛られない様々な作業種を生徒

が体験できる等の利点がある。反面、現在の特別支援学校高等部との違いを明

※ くくり募集とは、学科ごとに募集するのではなく、入学後にガイダンスや体験等をとおして、学科を選

択するシステム



- 7 -

確にしにくいことや、所属コースが変わると専門性を身につけにくいといった

課題がある。

一方、多学科では、特徴的な学科名にすることで学科の内容が生徒や保護者

にわかりやすいこと、学科増により教員や実習助手の職員定数が増え指導が充

実させやすいこと、学科の専門性が発揮でき、専門的な内容について計画的に

指導しやすい等の利点がある。反面、入学した学科の内容が思っていたものと

違うことによる不適応、様々な作業種が体験できない、時代の変化に対応した

迅速な学科内容の変更が難しい等の課題がある。

上記を踏まえ、くくり募集を行うことにより「生徒が入学後に全ての作業種

を体験した上で希望と適性により所属を決めることができる。」「学科を類型

化することにより専門性の高い幾つかの作業種を体験できる。」ことから、類

型化した２つの学科を設け、それぞれに複数のコースを設置することが望まし

いという方向で意見を交わした。

【２学科複数コースのメリット】

・学年が上がるにつれて作業種を絞っていく中で、専門性の高い教育を受

けることが可能である。

・教諭、実習助手の定数が増えることで、教育の質の向上につながる。

・学科内の作業種を変更しやすく、社会情勢の変化への対応が可能である。

【２学科複数コースのイメージ】設置学科とコース（作業種）の関係

１年 ２年 （学科） ３年 （コース）

産業基礎学科

（仮称）

全作業種体験

サービス基礎学科

（仮称）

ア 実施と見直しについて

数年後に、募集方法や学科編成、コースの内容、所属等について、効果の

検証を行う必要がある。入学後の各作業種の体験期間、学科やコースの選択

方法や所属決定方法、生徒の専門性の獲得状況等について検証を行い、設置

学科とコースの関係について、より効果的なものに改善していくことが重要

である。

農業（第一次産業）系

食品衛生系

ビルメンテナンス系

接客・サービス系

流通・バックヤード系

事務パソコン系
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（２）作業種について

☆意見

設置する作業種は以下の６種が妥当と考える。教育課程上の取扱いを含

め、さらに内容を具体化していくことが必要である。

・ 農業（第一次産業）系

・ 食品衛生系

・ ビルメンテナンス（清掃・ベッドメイク）系

・ 接客・サービス系

・ 流通・バックヤード系

・ 事務パソコン系

＜理由＞

・主として、近年の特別支援学校（県内外）卒業生の就職状況に沿った作

業種であり、今後も就職先として見込める職種を考慮したものである。

・専門性を身に付けることで、より就職が可能となる作業種である。

・地域の特性や今後の見通しから継続的に実施可能な作業種である。

＜留意事項＞

① 作業種については全生徒が共通して学習する内容と、類型化された学

科に属する内容をさらに検討し、教育課程に位置付けることが望ましい。

② 企業側が求める人材として、まず挨拶や言葉遣いなどのコミュニケー

ション能力が掲げられている。

③ 学校独自に事業展開をしすぎて製品づくりが主眼となり、就労目的と

異なる方向へ進まないよう留意すべきである。

④ 同じ作業種であっても、複数学年の生徒がその履修段階に分かれて学

習ができるよう、実習室の数や広さを検討することが必要である。

⑤ 最初の卒業生を送り出す平成２８年ごろの就労状況を見込んだ分析を

継続していくことが必要である。

⑥ 数年後に作業種を検証し、時代や地域の変化に合わせた作業種を検討

していくことが重要である。

⑦ 農業系は現在の求人はゼロに近い。先行投資は慎重にすべきであろう

が、地域性を考えた場合、林業・水産業とともに第一次産業への就職も

考えられる。県内で農業と福祉の連携による新しい取組もあり、「土」

と関わる仕事はこれからの産業として今後期待できる。

⑧ 地域の特性を生かした作業種として食品衛生系の作業種は効果的と考

える。水産加工、乳製品加工もある地域産業構造から、農業だけでなく

漁業などの地域産業と連携した作業内容も考えられる。

⑨ 福祉施設等への就職はあくまでも補助的業務であり、福祉や介護に関

する学習は必要だが、ヘルパー２級の資格取得までは必要とせず、福祉

・サービス系を接客・サービス系とするのが望ましい。

⑩ 事務パソコン系は、全生徒が基本的スキルを身につける教養的な取扱

いとする一方で、得意な生徒に対してはその能力開発や育成に対応する
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ことも大切である。

＜検討の詳細＞

当委員会では、以下の情報を整理したり関係する専門家の意見を参考にした

りしながら、県立高等特別支援学校の卒業生がどのような職種に就職する可能

性があるのか、そのためにどのような作業種を設置しその専門性を身につけさ

せることが有効なのか、意見を交わし検討を行った。

・県内特別支援学校（知的障がい）高等部卒業生の就職先状況 【資料７】

・視察先高等特別支援学校卒業生就職状況 【資料８】

・県内知的障がい者の産業別・職業別就職状況 【資料９】

・県内一般求人の状況 【資料１０】

・障がい者の就職状況（全国） 【資料１１】

・県内産業の特徴や今後の見通し

ア 県内外の特別支援学校生徒の就職状況から

県内特別支援学校（知的障がい）高等部生徒の近年の就職先は、施設や飲

食店での調理補助、食器洗浄等の業務、厨房以外にも食品製造・加工等の衛

生管理が必要な職場、老人介護施設での介護補助や清掃、スーパーや物流産

業のバックヤード等が多い。また、知的障がい者には不得手と言われてきた

接客やサービス関係への就職もある。これらは県内特有のものではなく県外

の高等特別支援学校卒業生の就職先を見ても同じ傾向にあると言える。

これらの就職先は今後しばらく同じ傾向が続くと考えられ、これに対応で

きる基本的な知識や技能を身につけておくことは、就職に向けて有利になる

と考えられる。

近年に開校した県外の高等特別支援学校が設置している作業種についても

同じ特徴がうかがえる。当委員会が視察を行った埼玉県、東京都の高等特別

支援学校においても同様の作業種を設置し、それに必要な専門的な施設等を

整備している。なかにはフォークリフトを配置して、その運転技術を学習し

ている学校もあった。 【資料１２】

さらに、情報化時代に対応できるコンピュータ操作は基本的な職業能力と

して必要である。様々な職場でコンピュータの利用は日常的であることから、

事務パソコン系の作業種も必要である。自閉症を併せ有する生徒など、対人

関係は苦手であるが機械操作や興味ある分野に対して特徴的な能力を発揮す

る生徒もいる。そのような能力開発や育成に対応できることも大切である。

【資料１３】

イ 鳥取県の産業構造の特徴から

一方、鳥取県の産業構造や今後の見通しを考えると、第一次産業系の作業

種についても設置が必要と考える。地産地消の取組、安全な食への関心、農

業経営方法の変化、農業と福祉との連携の取組等から、今後新しい職として

可能性がある。また、地域の人材の活用や地域産業との連携、原材料の入手

しやすさ等、地域性を活かした取組も可能である。このようなことから農業
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（第一次産業）系の作業種も必要と考えた。

ウ 時代の変化と対応について

十数年前まで知的障がい者の就職先として多かった部品製造、機械製造等

の業種は、近年の時代の変化とともに少なくなっている。それとともに、特

別支援学校生徒の就職先も変わってきており、各県立特別支援学校において

も新しい作業種やコース制を設けるなど対応を行っている。県立高等特別支

援学校においても、現在の特別支援学校生徒の就職先を参考にし、今後の時

代変化を考慮しながら必要な作業種を検討した。

しかしながら、時代変化や産業の変革は激しく、就職可能な新しい職種や

知的障がい者の特性を活かした職種開拓も考えられる。そのような職種にも

対応した職業教育に変化させていくことも必要である。

したがって、数年後に就職に効果的な作業種や内容となっているか検証し

ていくことが必要となる。就職可能な職種により対応したものに改善してい

くことが重要である。

エ 実習室等の数や広さについて

他県の高等特別支援学校の例を見ると、普通教室で行う教科学習の時間と、

実習室で行う専門教科の時間数が約半々である学校が多い。現段階では、県

立高等特別支援学校の具体的な教育課程や時間割の編成についても、実習室

の数や広さについても不確定であり、実習室や作業室で行う専門教科の学習

について３つの学年の生徒が履修するに十分な施設設備が確保できているの

か情報が不十分である。

しかしながら、職業教育が中心であれば、それにふさわしい専門教科の時

間数や実習時間が確保されなければならない。

３つの学年の生徒がそれぞれの履修段階において、段階的に専門的な指導

を受ける必要があることから、同じ作業種であっても実習室を１つではなく

複数設けるなど、複数学年の実習が可能なように、施設設備の整備について

工夫を要する。一つの実習室に学習段階の違う複数学年の生徒が混在し指導

の効果が薄れることがないよう、施設整備の段階で実習室の数や広さについ

て検討を行い、必要な施設設備を確保できるようにする必要がある。
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３ 寄宿舎

☆意見

◎寄宿舎（３５～４０名規模）を設置することが必要と考える。

◎対象者は、原則として通学が困難な生徒のみとするのが望ましい。

＜理由＞

・多くの生徒の通学利便性を考慮し設置場所を中部に決定しているが、

自宅から通学が困難な場合も考えられ、教育の機会均等の観点から寄

宿舎の設置は必要である。

・保護者意向調査の結果（利用希望者６８名）から３５～４０名程度の

寄宿舎規模が必要と考える。

・自力通学の力を育てる観点から、通学が困難な生徒のみを対象とする

のが適当である。

＜留意事項＞

① 実際には入舎を希望する生徒がもっと多くなることも予想されること

から、通学が可能かどうかの判断が重要となる。同一市町村でも公共交

通機関の運行状況によって通学時間に大きな違いがある。

② 寄宿舎を廃止する方向で進めている都道府県もあることから、他県

の寄宿舎施設の課題を把握することが必要である。

③ 生徒指導上の問題に留意し、生徒が安心して寄宿舎生活が送れるよ

うに、指導体制を組む必要がある。

④ 入舎する生徒について、男女の数が毎年変わる可能性が高いことか

ら、寄宿舎の男女部屋数とその構造について配慮が必要である。

⑤ 生徒の昼食を給食とする場合は、寄宿舎の施設設備との関係について

早急な検討が必要である。

＜検討の詳細＞

通学の利便性を考え、できるだけ多くの生徒が通学可能である中部圏域（旧

赤碕高等学校）に県立高等特別支援学校を設置するとしたことから、通学の困

難な生徒のみを対象とした寄宿舎の設置を基本原則として、保護者意向調査の

結果をもとに寄宿舎の設置規模につ

いて検討を行った。

ア 通学が困難な生徒への対応

通学の利便性を考え、できるだ

け多くの生徒が通学可能な中部圏

域を設置場所としている。しかし

それでも、八頭郡、日野郡など自

宅から通学が困難な場合も考えら
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れる。

県内全域からの入学機会を確保するためには、寄宿舎の設置が必要である。

イ 保護者意向調査の結果について 【資料４】

・「通学が無理なら寄宿舎を利用したい」と回答した保護者６８名。

（入学希望者２１４名のうち約３２％）

・希望者のうち中部在住者１３名（倉吉養護学校を含む）を除いた東部、

西部の寄宿舎利用希望者５５名（入学希望者２１４名のうち約２６％）

実際の入学者においても、２６％の生徒が寄宿舎利用希望と仮定すると、

３１名程度（全生徒１２０名とした場合）が寄宿舎利用者と予想される。

・実際は、中部在住者の通学困難者、東部・西部在住者で通学可能者があ

るが、把握が困難である。

・希望者の中には、知的障がいのない者も含まれている。

（自閉症・情緒障がい学級）

・通常学級からの希望者が含まれていない。

＜参考＞熊本県立ひのくに高等養護学校

熊本県内唯一の高等特別支援学校。通学困難者のみ入舎。

寄宿舎生３１名（全校生徒１０７名、平成２２年度）

上記を踏まえ、３０名程度の生徒が利用できることが必要であり、入舎

定員についてはそれより多い数を確保しておくことが必要と考える。

ウ 下宿等の可能性について

引き続き、下宿については可能性を検討する必要があるが、通学困難者を

すべて下宿にすることは、寄宿舎利用希望者数から考えて困難である。

エ 給食の実施と施設設備の規模について

家庭から離れて生活をする寄宿舎生の昼食方法の検討が必要である。朝食、

夕食については寄宿舎で食事を提供することから、昼食についても寄宿舎で

の提供が考えられる。どのような形で寄宿舎生の食事を提供するかも含め、

それに見合った調理施設・設備等を決定しなければならない。

また、通学生の昼食を給食とした場合、寄宿舎の調理施設・設備や食堂と

共用にすることも考えられる。その場合、寄宿舎の設置場所や調理施設・設

備、食堂の広さ等が変わってくることから、早急な検討が必要である。

オ 入舎生の男女比に係る部屋数の調整について

入舎する生徒の男女比は毎年変わる可能性があることから、各部屋数と寄

宿舎の構造を工夫し、互いの寄宿舎生活が安心して送れるように配慮する必

要がある。例えば、位置が可変的な壁を設置する等、他県に設置された寄宿

舎を参考にしながら、男女生徒数の変動にも対応できるようにすることが必

要である。
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４ 受検資格・選抜基準

☆意見

◎ 受検資格は、次のいずれにも該当するものとするのが適当である。

・ 知的障がいがある者

・ 入学前年度に中学校等を卒業する見込みの者

・ 保護者・本人とも県内に居住する者

◎ 選抜基準は、以下の２点を基本とすることが適当である。

・ 卒業後、就労による社会自立をめざす意欲を持っていること

・ 就職に向けた県立高等特別支援学校での学習の成果が期待できるこ

と

◎ 選抜検査の内容は、学力検査・適性検査及び面接とすることが適当で

ある。

＜理由＞

・受検資格は、現在の県立特別支援学校（知的障がい）のものを基本と

し、県内に唯一の高等特別支援学校であること、入学選抜を行うこと

を考慮したのもである。

・選抜基準や選抜検査の内容は、一般企業等への就職や社会的自立を目

指すという学校の設置目的を反映し、実施できるもである。

＜留意事項＞

① 上記の内容を基本とし、さらに検討を深めることが必要と考える。

② 選抜検査に漏れた生徒が、他の高等学校や特別支援学校を受検できる

よう、受検日を早めに設定することが必要である。

③ 受検資格や選抜基準については、具体的な内容が決定次第、保護者・

本人及び学校関係者に対し十分に周知するため、説明会や教育相談会等

を行うことが必要である。

④ 発達障がいのある児童生徒の保護者会等と意見交換を行い、受検資格

等について理解を得る必要がある。

＜検討の詳細＞

ア 受検資格について

① 「知的障がいがある者」を対象とする。

現在の知的障がい特別支援学校高等部と同じく、知的障がいのある生徒

を対象とすることが望ましい。知的障がいの判定方法は、現行の知的障が

い特別支援学校高等部受検の際の判定方法を基本としながら、さらに検討

を深める必要がある。

また、「一般企業等への就職」という学校目標の実現に期待する保護者

が多い。受検資格についてはできるだけ早く明確にし、保護者・本人、中

学校等の学校関係者に周知することが大切である。そのためには、学校説
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明会や、保護者・本人等を対象とした教育相談会を行い、県立高等特別支

援学校の詳細を十分に説明し、受検資格等についても周知していくことが

必要である。

② 「卒業する見込みの者」のみを受検対象とする。

平成２２年６月に実施した保護者意向調査では、対象となる年齢の県内

在住者のみを対象として実施しており、その結果である「入学意思のある

生徒は１学年７０名」をもとに学校規模等を試算している。競争率２倍以

下を保ち、学校の適正規模を維持していくためにも新規の中学校等の卒業

予定者を対象とすることが望ましい。

また、合格しなかった生徒が再度受検しても合格する保障がなく、青年

期の貴重な１年を在宅等で過ごすことは望ましくない。

さらに、県立高等特別支援学校の教育プログラムは３年間かけて行うこ

とから、初年度に２年及び３年の入学生を募集することはしない。

以上のことから、中学校等を新規に卒業する見込みの生徒のみを受検対

象とすることが適切であると考える。

③ 「保護者・本人とも県内に居住する者」を対象とする。

卒業までに行う居住地域付近での実習及び進路指導、卒業後の地域での

職業生活へ移行支援等を行う際の指導や支援を県外区域で効果的に実施す

るのは難しい。

また、選抜検査を行うことから、県内在住者を不合格とし県外在住者を

合格させることは、県立学校という観点からも理解が得られにくいと考え

る。

イ 受検日について

選抜試験を行うことから、それに漏れた生徒への配慮が必要である。意

向調査でも県立高等特別支援学校を選択肢の一つと考えている保護者が多

いことがうかがえる。県立及び私立の高等学校、他の特別支援学校がその

選択肢となっていることから、県立高等特別支援学校の選抜に漏れた生徒

が、それらの高等学校や特別支援学校を受検できることが可能な受検日を

設定することが必要である。

ウ 選抜基準について

基本的なコミュニケーション能力を有し、３年間の県立高等特別支援学校

での教育を受けることにより就労による社会自立の可能性が高いこと、また、

自分の特性を理解し、将来の就労や自立に向けた前向きな気持ちがあること

を基本とし、選抜基準を具体化することが望ましい。

エ 選抜検査の内容について

学力検査は知的障がい特別支援学校中学部学習指導要領で示されている程

度の内容とすることが適当であると考える。

適性検査は、県立高等特別支援学校で履修する教育課程や学習内容に対し

て、また今後必要となる企業等で働くための基礎となる能力のうち、作業・

動作的な内容、身体・運動的な内容について、その適性を判断する内容が適
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当であると考える。

面接は本人と行い、基本的なコミュニケーション能力、社会自立の意欲や

高等特別支援学校での教育内容の理解、自己理解等について、適切に行うこ

とが必要と考える。

オ 受検資格・選抜基準の周知について

受検資格や選抜基準については、できるだけ早く保護者・本人や学校関係

者へ広報することが重要である。説明会や教育相談会等を早めに行い、保護

者等に県立高等特別支援学校の概要や受検関係の情報を正しく伝え、小中学

校等における進路指導や学習指導に混乱を与えない配慮が必要である。

また、発達障がいのある児童生徒の保護者、あるいは発達障がい児に対す

る教育関係者等からも県立高等特別支援学校設置について、進路先になるの

ではと期待されている現状がある。しかし、知的障がいを伴わない発達障が

いの生徒については、県立高等特別支援学校の受験資格がないことから、発

達障がいのある児童生徒の保護者等と、あるいはその関係する団体等と意見

交換会等を行い、十分に理解を得る必要があると考える。

特に受検資格については、発達障がいのある児童生徒の進路指導とも深く

関わることから、十分な説明を行い理解を得る必要がある。
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５ その他

☆意見

◎ 開校までに企業等へ教員を派遣する等、必要な教員養成を計画的に行っ

ていくことが必要と考える。

◎ 教育課程や学習プログラム等の具体化を図り、開校までにソフト面につ

いても充実したものを準備することが必要である。

◎ 校舎の整備に当たっては、バリアフリー化に十分配慮することが必要で

ある。

◎ 生徒の昼食は給食とすることが望ましい。

◎ 県教育センターや地域の文教施設と連携し、生徒の接客・販売等の実践

が可能な環境整備が必要である。

◎ 学校設置と並行して実習や就職に関係する団体等へ協力・連携の働きか

けを行うことが必要である。

◎ 保護者等の期待も大きいことから、平成２５年４月の開校が遅れること

のないよう取り組むことが必要である。

＜検討の詳細＞

ア 教員の専門性の確保と指導内容の充実について

施設設備を充実させても、そこで指導を行う教員の専門性が不十分では、

県立高等特別支援学校の目指す成果は期待できない。開校の１～２年前から

企業等へ教員を派遣し、専門性、指導力のある教員を養成することが必要で

ある。例えば、知的障がい者を雇用する特例子会社等でその指導方法を研修

したり、設置する作業種で行う指導内容について関係する企業等で専門的な

知識・技術を身につけたり、企業等で一定期間の体験することで指導できる

ビジネスマナーやスキルを身につけたりすることで、実践的で専門的な指導

が可能となる。そのような教員を配置するためには、早めから研修等の計画

を立てて養成していくことが必要であり、県立高等特別支援学校そのものの

専門性を高めることにつながると考える。

また、各学年における教科等の時間数や内容を定めた教育課程、教科や実

習の内容について具体的な指導内容を早期から検討し、開校と同時に充実し

た学習プログラムが展開できるよう、十分な準備を行うことが必要である。

イ 校舎のバリアフリー化について

地域に開かれた学校であること、また企業等関係者にも積極的に学校を公

開する必要があることから、保護者、地域の住民、企業等関係者の来校が考

えられるところである。学校という公共性の高い施設であり、特に障がいの

ある生徒のための学校であることから、バリアフリー化された校舎である必

要があり、校舎を改修する場合には十分な配慮が必要である。

ウ 生徒の昼食について
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全県が通学区であり遠距離通学者も多いと考えられることから、全生徒の

昼食は給食とすることが必要と考える。弁当持参とした場合、家庭への負担

が大きいこと、特に暑い時期に遠距離通学者が持参する弁当での食中毒の不

安や、寄宿舎生には別途昼食を準備する必要があるため、全生徒の昼食を給

食とすることが望ましい。

一方、家庭が弁当を作らないことが、生徒の将来の自立の妨げになるよう

であってはならない。弁当を作り持たせることが、家庭の負担としてとらえ

るのではなく、生徒の自立への応援ととらえ、家庭への感謝の気持ちを育ん

だり、家庭の応援力の向上につながるとする意見もある。

エ 地域内外の文教施設等との連携について

地域における特別支援教育の中核的な役割を踏まえ、学習・生活内容等に

応じ、地域内の文教施設等との連携の在り方を検討し、これらの施設との相

互利用・共同利用に伴う施設機能のあり方を検討することも重要である。

具体的には、現在旧赤碕高等学校の校舎を利用している県教育センターと

の連携が考えられる。県教育センターの行う研修を、県立高等特別支援学校

の施設内、または隣接する場所で行うことにより、職業教育に関しての実習

に活用することが可能である。例えば、県教育センターに係る研修者を対象

に作業製品の販売を行ったり、接客サービスの練習を行ったりすることは、

普段の学習の実践を行う絶好のチャンスとなる。見知らぬ人を対象に行う体

験と回数を重ねて自信を持つ経験は、生徒の就労への可能性の拡大と働く力

の向上につながる。また、研修者が特別支援学校の取組や生徒の実態を理解

する機会にもなり、啓発にも効果があると思われる。

同じような効果を期待して、地域の住民が利用する施設を整備することも

検討を要する。他県の例では、作業製品の販売施設を玄関横に設置したり、

地域住民の交流施設を学校内に設けたりするなど、学校関係者以外が利用し

たり集まったりする環境を意図的に作っている学校もあった。生徒の教育に

効果が期待できるもので、地域の公民館や住民団体等と連携する方法やその

ための施設設備を工夫することが望ましい。

オ 関係する団体への協力･連携の働きかけについて

県立高等特別支援学校が開校し卒業生を送り出す時に、就職先が十分に確

保できる状況を早期から作り上げるよう取り組むことが必要である。

一つ目は卒業生受入企業・団体等への働きかけである。鳥取県障がい者就

業支援協議会等にも協力要請をして、経営者協会、商工会議所連合会等の経

済団体への卒業生の受入れについて理解・協力を早期から得る必要がある。

そのような企業や団体からの意見が学校運営や教育内容にも生かされるよう

な運営検討会等を設置して卒業生の受入企業や団体と連携した取組も考えら

れる。さらに、校内実習及び産業現場等における実習では、一般企業等への

円滑な就職につなげるように、高等部３年生段階で長期にわたる企業等での

実習を設ける等の取組を行うことが望ましい。

二つ目は、設置しようとする作業種に関連する企業との連携である。設置

する作業種に関する専門知識や技術について、関係する企業団体等に協力を
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要請し、その指導プログラムや技術指導について連携して取り組むことが必

要と考える。例えば、ビルメンテナンス協会等に協力してもらい、ビル清掃

等についても専門知識や技術指導を受けたり、実習協力を得たりすることも

考えられる。また、学校の施設や設備についてアドバイスを受けることも必

要である。専門的な内容について指導するのに適した施設設備について、そ

の意見を取り入れ整備を行うことが大切である。








































